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１．はじめに
世界的に少子高齢化が進行し，様 な々領域での人材不

足が顕在化したことに伴い，高齢者や障害がある人達の更
なる社会参画の必要性が高まっている。特に日本では，障
害者差別解消法（2016 年）の施行や障害者雇用促進法
の度々の改正（2018, 2022 年）により，障害がある人達の
雇用を一定水準以上に保つ取り組み（法定雇用率の確立
など）が行われている。一方で，障害がある人達のスキル
向上がより必要になっているが，視覚障害・聴覚障害があっ
ても継続的に学習可能なスキームの確立は容易ではない。

生涯学習やリカレント教育の枠組みは多くの国々で確立
され，障害がない人達を対象としたリカレント教育が導入さ
れてきた [2,3]。経済協力開発機構（OECD）が提案した
リカレント教育（Recurrent education）は，大学や専門
学校などの教育機関と職場を行き来することに主眼が置か
れている[2,4]。これに対し，国際連合教育科学文化機関

（UNESCO）が提唱する生涯学習（Lifelong learning）
は，生涯を通した学習の継続（一貫性を高めるための縦
の接続（Vertical articulation））とあらゆる教育機会の
繋がり（テーマ，分野，知識領域間の統一を行うための横
の接続（Horizontal articulation））に焦点を当てている
[4-7]。障害のある人達へのリカレント教育としては，特に知
的障害の人のための高等教育の導入例がある[8]。国内
でも，筑波技術大学が聴覚障害のある人達を対象とした遠
隔リカレント教育の導入に着手し，ニーズ調査に基づく教育

コンテンツを作成している[9]。しかし，リカレント教育に対す
る視覚障害者のニーズの詳細は不明である。

そこで本研究では，視覚障害のある社会人におけるリカ
レント教育・生涯学習に対するニーズ解明を目的とする。こ
のため，視覚障害のある社会人 82 名に対して，継続的な
学習やそのニーズに関するアンケート調査を行った。

２．方法
２．１　アンケート概要

アンケート項目は，筆者らと視覚障害のある社会人を支
援する非営利団体（NPO）が協議の上で決定した。質
問項目の概要は以下の通りである：
Q1. 基本情報（性別，年齢，障害状況，学歴など）
Q2. 学生時代の情報科目の学習状況（コンピュータへの

関心，ハードウェア・ソフトウェアのアクセシビリティ使用
状況など）

Q3. 職業と就労状況（現在の仕事，職務内容，職場での
グループウェアや使用ハードウェア /ソフトウェア及びア
クセシビリティ機能，仕事する上での心がけ，就労支
援制度・サービスの認知度や利用状況）

Q4. 高等教育に対する印象とリカレント教育のニーズ（学習
したことをどの程度活かせているか，もっと熱心に学ぶ
べきだったと思うこと，現在の仕事のために学習すべき
こと，現役大学生に学んでほしいこと，大学側が充実
させるべき/ 減らすべき学習項目など）
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本アンケートは大項目25 問，小項目105 問であり，日本
語で表記された。表 1 に，質問項目の詳細を示す。

２．２　参加者
参加者は，視覚障害のある社会人 82 名（男性 58 名，

女性 24 名）である。参加者の内訳は，20 代が 7 名，30
代が 20 名，40 代が 27 名，50 代が 18 名，60 代が 7 名，
70 歳以上が 1 名であった。このうちの 5 名が 65 歳以上で
ある。参加者 27 名が全盲，55 名が弱視であり，20 名が
先天性，55 名が後天性の視覚障害と回答した。なお，本
稿では 6 歳以下に視覚障害が発症した参加者を先天性と
している。3 名を除き，参加者全員が日本で発行された障
害者手帳を所持していた。

全ての参加者が高等学校を卒業しており，68 名が学部
卒，7 名が大学院修了であった。表 2 に参加者の職業を
示す。現在の職業を回答した参加者は 73 名であり，事務
職に就いていた者が 39 名（53%）で最も多かった。

２．３　調査手順
アンケートは，テキストファイル形式で Eメールにより配布さ

れた。調査の趣旨に同意した参加者は，各自のパソコンで
アンケートに回答の上で返送した。

２．４　分析方法
各質問項目に対する回答を単純集計した後，回答傾向

を分析した。頻度データに関しては，まずは単純集計を行
う他，障害状況・学歴・職業などの要因別にクロス集計表
を作成した後，χ二乗検定による有意差を判定し，効果量と
して Cramer の連関係数（V）を求めた。その後，有意
差が認められた箇所において，V 値をCohen の基準 [10]
と比較し，各要因の効果について考察した。

数段階評価してもらった回答項目に対しては，分散分析
（Analysis of variance; ANOVA）および多重比較を用
いて，質問項目ごとの主効果を調べた他，質問項目に対す
る回答間の有意差の有無を確認した。その際，正規分布
を満たさなかった評価結果に対して，ANOVA に先立って
Aligned rank transform (ART）[11]を施した。さらに，
最小二乗平均とTukey の調整に基づく多重比較 [12]を
用いて，質問項目の回答結果間の有意差を確認した。回
答結果は箱ひげ図として描画され，有意差のある組合せを
赤い長方形と黒の星印によって表示した。図 1，3，5，7 に
示すように，長方形は比較元であり，星印は比較対象である。

次に，参加者が 5 段階評価で回答した，高等教育に対
する印象やリカレント教育の必要性に関する質問票の回答
について，多重順序ロジスティック回帰（Ordinal logistic 
regression; OLR）[13]を用いて，性別（表 1 の Q1-1），

表1　アンケートで用いた質問項目
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年 齢（Q1-2），障 害 状 況（Q1-4，Q1-5），学 歴（Q1-6，
Q1-7），現在の職業（Q3-1）といった参加者の属性ごとの
寄与率の有意性を検討した。また，各属性の対数オッズ比
を計算し，回答の関連性の程度を求めた。なお，現在の
職業については，表 2 に示すように回答数が少ない箇所が
多かったため，事務職であるか，専門職・技術職であるか
についてのみ対数オッズ比を算出した。その後，有意差の
有無と対数オッズ比の大きさから要因の影響を考察した。

３．結果と考察
３．１　参加者のコンピュータスキル

図 1 に，参加者の学生時代におけるアクセシビリティ機器
とコンピュータの機能（Q2-3）の主観的な習熟状況を示す。
特に，ウェブ閲覧（6 番）とテキスト文書作成（7 番）の
項目は他項目よりも有意に高く習熟しているとの回答があっ
た一方で，プログラミングスキル（9 〜 13 番）では多くの
参加者が習熟状況を低く評価した。

図 2 にこれら項目の対数オッズ比の結果を示す。点字や
画面の読み方（1 ～ 2 番）は障害状況により習熟度の有
意な違いが確認された。一方で，パソコンOSのコマンド操作，
ウェブ閲覧，テキスト文書やスプレッドシートの編集について

は，職業に関する有意差が確認された（p < .05）。なお，
プログラミング関連項目においては，評価を低く評価するも
のが大多数であったため，有意な要因の検定は行えなかっ
た。また，性別や大学卒業経験によるコンピュータスキルの
差は確認されなかった（p > .10）。

コンピュータを使用し始めたきっかけ（表 1 の Q2-2）を
見ると，概して先天性の視覚障害の方で，コンピュータへの
好奇心やゲームを遊びたかった，プログラム開発をしたかっ
た，学校の課外活動で使用したかった，などの動機を述べ
ていた。一方で，後天性の方では，主に業務上の必要性
が生じたことの他，職業訓練の一貫でコンピュータの利用
法を学んだと回答していた。よって，先天性の方は興味・
関心から使い始める一方で，後天性の方では必要性から
使い始めることが多い可能性が考えられる。

以上から，障害状況と職種・業務内容によって，参加者
が習得した /しようとするスキルが異なる可能性が考えられ

表2　参加者の職業

図1　参加者の卒業時のアクセシビリティ機能やコンピュー
タ操作に関する主観的習熟度。グラフ右側のパネルは有意

差のある組合せを示す。

表3　参加者の職場におけるアクセシビリティ

図2　図1で示す主観的習熟度に対する対数オッズ比。
要因は次の通り：性別（男性か否か），障害（全盲か否か），
大学経験，職業（事務職）かどうか，職業（専門/技術職）
かどうか。濃い青色・青色・薄い青色の四角・エラーバーは，
有意（p<.05）・有意傾向（p<.10）・有意ではない（p>.10）

をそれぞれ意味する。
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る。一方で，ほとんどの視覚障害のある社会人は，学生時
代に習得したプログラミングスキルに満足していない可能性
も示された。

３．２　参加者の就労環境
表 3 に，参加者が職場環境で用いたアクセシビリティ機

能（表 1 の Q3-5）を示す。各種スクリーンリーダに加え，
色の調整，画面拡大，画面要素のサイズ調整などが主に
利用されていた。大卒か否かでは有意差はなかった一方，
視覚障害状況による有意差が幾つかの項目で確認された

（p<.05）。ただし，視覚効果の調整については，職業によ
る有意差があった。この理由としては，表 2 に示した 2 人
の研究職（両者とも弱視）は視覚効果の調整を選択した
一方で，他の研究者は特に選択を行わなかったためである。
よって，この職業上での有意差は，参加者のバイアスによっ
て発生したもので，意味のある差ではないと考えられる。

表 4 に，参加者が使用していたグループウェアの機能（表
1 の Q3-6）を示す。所属組織内コミュニケーションに加え，
出張申請やカレンダー機能が主に利用されていた。なお，
予算管理・支払をシステム上で行う場合（No.14）でのみ，
視覚障害状況による有意差が認められた。職業間での有
意差は，出張許可申請以外の場面で確認された。有意差
が認められた職業は専門職・研究職であったことから，こ
の機能は職場・業務固有であったと考えられる。

なお，35 人の参加者がこれらのグループウェア製品にお
けるスクリーンリーダでの読み上げや操作への対応が不十
分である点を訴え，6 人の参加者が画面拡大・コントラスト
機能がうまく動作しない旨を報告した。3 人はアクセシビリティ
上の問題を報告しなかったものの，ユーザビリティ上の問題
を報告しており，1 人は所属機関のセキュリティの問題によ
るソフトウェアの制限を述べていた。問題がないと回答した
のは 6 人のみであった。以上の結果から，回答者の約半数

（53.7%）が，グループウェアにおけるアクセシビリティおよび
ユーザビリティ上の問題があると感じている点が示された。

現状で困っていること（表 1 の Q3-7）においても，全盲
の方ではスクリーンリーダで操作できないものが多いこと，弱
視の方では資料の拡大等々が行いにくいものがある点が指
摘されていた。この他，紙媒体による事務手続きが多い点
に課題を感じている者が散見された。就労先が紙媒体で
の業務の習慣を続けているために，文章レイアウトの調整を
求められるなど，周囲との協力が必須になる点も指摘されて
いた。一方で，さらに問題と思われることとして，組織・周
囲の方における視覚障害状況やアクセシビリティ機能に対
する不理解やアンコンシャス・バイアス（unconscious bias 
もしくは implicit bias）[14-15]についての指摘が多くあった。
このためか，業務内容が限定されてしまい，新しい業務へ
の挑戦をさせてもらえない状況などが述べられていた。

表 5 に，参加者が職場で作業する際に心がけていること
（表 1 の Q3-8-1）を示す。参加者の半数以上が，所属
する組織に自分の障害状況を知ってもらおうとし（1 番），ファ
イル / ディレクトリ構造を整理して検索効率の改善を図り（6
番），周囲の人達と積極的にコミュニケーションを取り（9 番），
アクセシビリティ機能について学び（3 番），自身に難しい
仕事の時に積極的に他の人に協力を求め（13 番）ていた。
また，アクセシビリティ機能に関する知識（3 番），ファイル
/ ディレクトリ構造の整理（6 番），個人用ワークテンプレート
作成（4 番）においては，視覚障害状況で有意差があった

（効果量は小～中程度）。一方で，自動化フローの構築（5
番）は，職業によって有意差が認められ，専門職・技術職
で他の職種より有意に多かった。これらの結果から，視覚
障害のある社会人は，周囲の人達と積極的にコミュニケー
ションを取って自身の状況を知ってもらうと共に，必要な時に

表4　参加者が職場で用いるグループウェアの機能 表5　参加者が職場で作業するときに心がけていること



─  51  ─

協力し合うことを心がけていると考えられる。なお，一部の
参加者においては，紙媒体の文書，プレゼンテーションファ
イル，複雑なスプレッドシートや画像ファイルの代わりに，テキ
スト形式のアクセシブルなファイルも作成してもらうよう同僚に
依頼していると回答していた。一方で，パソコン環境に独自
の工夫がなされる傾向も確認でき，特に技術職・専門職の
人は自動化フローを自作していた。彼らの中には，視覚障
害がある社会人は自由にエディタ操作できるようにマクロ言
語の習得に力を入れるべき，と述べる者もいた。

現状で困っていること（表 1 の Q3-7）においては，概し
てスクリーンリーダで操作できないものが多いことが指摘され
ていた。

３．３　参加者が経験した高等教育の印象
図 3 に，学生時代に習得した知識の有用さの度合い（表

1 の Q4-1）を示す。特に，パソコンの使い方，情報セキュ
リティ・リテラシー，メールや挨拶のマナー，レポートの書き
方のような項目が，他項目より有意に有用性が高いと評価さ
れた（p<.05）。また，図 4 に示す対数オッズ比の結果より，
大学卒業者や専門職・技術職の人達は，学生時代に習得
した様 な々知識を有意に有用であると評価していた。特に，
学び直し（リメディアル）教育（1 番），外国語（4 番），コ
ンピュータアーキテクチャ（10 番），各種専門資格に関する
知識（20 番）の項目で有意に評価が高かった（p<.05）。
また，大学での経験はほとんどの項目で有意であった一方，
職業経験はいくつかの項目で対数オッズ比を増加させる傾
向にあった。特に，プログラミングスキル（11 番）は，事務
職と専門職・技術職の双方の経験で有意に高く評価される
と分かった。以上から，大学や仕事の経験が，過去に学
習した中で特に有用であったものを特定する要因になると考
えられる。

一方で，女性の参加者は，人文・社会科学（2 番），情
報学に関する数理（7 番），プレゼンテーション（16 番）の
有用性を有意に高く評価した。視覚障害がある女性社会

図3　参加者が学生時に得た知識の有用性。グラフ右側のパネルは有意差のある組合せを示す。

図4　図3で示す主観的有用性に対する対数オッズ比。
要因は次の通り：性別（男性か否か），障害（全盲か否か），
大学経験，職業（事務職）かどうか，職業（専門/技術職）
かどうか。濃い青色・青色・薄い青色の四角・エラーバーは，
有意（p<.05）・有意傾向（p<.10）・有意ではない（p>.10）

をそれぞれ意味する。
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人は，このような分野での知見を職場で応用する傾向にあ
る可能性がある。ただし，このような性差などについては，
職業などとの関連性も含め，より多くの参加者を募って検証
する必要がある。

図 5 に，学生時代に「もっと熱心に取り組むべきだった」
と思った項目とその度合い（表 1 の Q4-2）を示す。外国語，
コンピュータの利用方法，プレゼンテーションのスキルが他項
目より有意に高かった（p<.05）。図 6 に示す対数オッズ比

より，大卒者はほとんどの項目で有意により熱心に勉強すべ
きだったと評価したことが示された（p<.05）。この結果は，
多くの視覚障害のある社会人がこれら3 項目を学び直す必
要性を感じていることを示唆しており，特に大卒の視覚障害
のある社会人ほど，過去の学習の重要性を顕著に実感し
ている可能性がある。

３．４　リカレント教育と生涯学習のニーズ
図 7 に，現在の大学課程で開講されている教科・科目

の時間数に対する主観的な増減の必要性の度合い（表 1
の Q4-5）を示す。参加者の回答より，減らすべきと回答さ
れた項目はなく，全ての科目で現状維持か，増やすべきとの
回答であった。とりわけ，外国語（4 番），コンピュータの使
い方（8 番），情報セキュリティ・リテラシー（9 番），プレゼ
ンテーション（18 番），メールや挨拶などのマナー（19 番），
インターンシップや OJT (On-the-job training)（22 番），
仕事上のコミュニケーション（23 番）の時間を増やすべき
との回答であった。さらに，学歴や現在の職業に関わらず，
総じて 18 ～ 23 番のようなコミュニケーション関連の科目で
増やすべきと評価された。なお，表 1 の Q4-6 に回答した
参加者の多くが，アクセシビリティ機能を活用したコンピュー
タの使い方と情報セキュリティ・リテラシーを学ぶことの重要
性を指摘した。

図5　｢学生時代にもっと熱心に取り組むべきだった｣と思った度合い。グラフ右側のパネルは有意差のある組合せを示す。

図6　図5で示す主観的有用性に対する対数オッズ比。
要因は次の通り：性別（男性か否か），障害（全盲か否か），
大学経験，職業（事務職）かどうか，職業（専門/技術職）
かどうか。濃い青色・青色・薄い青色の四角・エラーバー
は，有意（p<.05）・有意傾向（p<.10）・有意ではない

（p>.10）をそれぞれ意味する。
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図 8に示した対数オッズ比の結果より，性別と障害状況は，
課目ごとの時間数の増減意向に有意な影響を及ぼさなかっ
た（p>.05）。一方で，職業と大学卒業経験は複数の項目
で有意な影響を及ぼした。特に，大卒の視覚障害のある
社会人は，外国語（4 番），卒業研究・各種実験（20 番）
の時間を増やすべきと回答した。ある参加者は，視覚障害

のある社会人は講義形式よりも，日常生活・活動の中で能
力を発達させるスキルを習得すべきであるとコメントしていた

（表 1 の Q4-6）。大学でのリカレント教育でそのようなスキ
ルを養うには，卒業研究・実験など，プロジェクト型 / 課題
解決型学習（Project-based/Problem-based learning; 
PBL）[16-20] の機会提供が有効であると考えられる。た
だし，総合学習の基本原則については，今後検討していく
必要がある。

図 8 の対数オッズ比の結果について，事務職と専門・技
術職では，重視する課目が異なる傾向があった。事務職で
は，主に会計・経営情報・簿記・マーケティング（16 番），
知的財産論（17 番）に時間を割くよう評価した。一方で
技術職・専門職では，スポーツ・運動（5 番），数学（7
番），コンピュータアーキテクチャ（10 番）に費やす時間を
大幅に増やすべきと回答した。以上の結果から，参加者は
現在の職業に合わせて時間数を増やすべきと回答する傾
向があると考えられる。なお，コンピュータの使い方（8 番）
の学習時間の増減に対する現在の職業の影響は有意に小
さい（p<.05）。つまり，視覚障害のある社会人は，職業に
関係なく，コンピュータスキルに対するニーズが高いことが示
唆される。

図7　現在の大学課程で開講されている教科・科目の時間数に対する主観的な増減の必要性の度合い。
グラフ右側のパネルは有意差のある組合せを示す。

図8　図7で示す主観的有用性に対する対数オッズ比。
要因は次の通り：性別（男性か否か），障害（全盲か否か），
大学経験，職業（事務職）かどうか，職業（専門/技術職）
かどうか。濃い青色・青色・薄い青色の四角・エラーバー
は，有意（p<.05）・有意傾向（p<.10）・有意ではない

（p>.10）をそれぞれ意味する。
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以上から，概して視覚障害のある社会人は，業務に直
結するコミュニケーション能力のみならず，情報技術に対す
る意識を向上させる必要性を感じていると考えられる。また，
リカレント教育・生涯学習において，業務に直結した知識や
スキルが特に求められている点が具体的に示された。

４．まとめと今後の展望
視覚障害のある社会人における就労環境の状況・ニー

ズと，リカレント教育・生涯学習講座のニーズに関するアンケー
ト調査を実施した。結果は以下のようにまとめられる：

 ・視覚障害がある社会人は，仕事を円滑に進めるため，
周囲の人達と積極的にコミュニケーションを取ってお
り，自分の障害状況などを知ってもらったり，自身に難
しい仕事の時に積極的に他の人に協力を求めたりし
ている。

 ・視覚障害のある社会人は，概して，アクセシビリティ技
術や自動化などの情報技術に対するスキルや，業務
に直結するコミュニケーション能力を向上させる必要性
を感じている。

今後はこれらの結果を踏まえて，社会人向けの講座など
の開催などを検討している。
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Awareness and Needs of Recurrent Education for Visually Impaired Workers: 

A Questionnaire Survey About Their Working Conditions and Lifelong Learning Courses 
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Abstract: Regardless of a growing need to improve the skills of people with disabilities, it is 
challenging to establish a scheme through which these people can learn continuously. Particularly, 
the needs of the visually impaired for recurrent education and lifelong learning are not well known. 
Therefore, we clarify the awareness and these needs. We conducted a questionnaire survey about 
respondents’ work environments and their needs from lifelong learning courses. The results indicated 
that visually impaired workers generally feel a need to improve their awareness of information 
technology and communication as well as skills directly related to their work. This article is the 
Japanese version of a paper published in 2021 [1].

Keywords: Visual impairment, recurrent education, lifelong learning, workplace, questionnaire 
survey
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